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第１１４回淡路市議会定例会提出議案の概要説明書 
  
１ 条例制定    １６件 

 (１) 制定条例    ２件 

議案等番号 件           名 所 管 課 

議案第 １号 ○ 刑法等の一部を改正する法津の施行に伴う関係条例の整理に関

する条例制定の件 
 

 「刑法等の一部を改正する法律」（令和４年法律第６７号）及び「刑

法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する

法律」（令和４年法律第６８号）（以下これらを「改正法」という。）

が令和４年６月１７日に公布、一部の規定を除いて、令和７年６月

１日（「刑法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」（令

和５年政令第３１８号）により定められた日）から施行する。 

 改正法により、自由刑のうち「懲役」及び「禁錮」が廃止され、

これらに代えて「拘禁刑」が創設されることから、関係する条例に

所要の措置を講じる。 
 

１ 第１条による改正（職員の給与に関する条例の一部改正） 

  期末手当の支給一時差止め等の要件である「禁錮」を「拘禁刑」

に改める。 

２ 第２条による改正（残土埋立事業の適正化に関する条例の一部

改正） 

  残土埋立事業の許可等の違反者に対する罰則として定める「懲

役」を「拘禁刑」に改める。 

３ 第３条による改正（消防団員の定員、任免、給与、服務等に関

する条例の一部改正） 

  非常勤の消防団員の欠格事項である「禁錮」を「拘禁刑」に改

める。 

４ 第４条による改正（非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に

関する条例の一部改正） 

  非常勤の消防団員の退職報償金を支給しない要件である「禁錮」

を「拘禁刑」に改める。 

５ 第５条による改正（行政不服審査会条例の一部改正） 

  職務上知ることのできた秘密を漏らした委員に対する罰則とし

て定める「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

６ 第６条による改正（個人情報の保護に関する法律施行条例の一

部改正） 

  この条例の施行により廃止となった個人情報保護条例の規定に

より保有していた保有個人情報を、この条例の施行後に提供等を

した職員等に対する罰則として定める「懲役」を「拘禁刑」に改

める。 

７ 第７条による改正（情報公開・個人情報保護審査会条例の一部

改正） 

  職務上知ることのできた秘密を漏らした委員に対する罰則とし

て定める「懲役」を「拘禁刑」に改める。 
 

総 務 課 

生活環境課 

消防防災課 
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 ※ 施行期日等 令和７年６月１日からとし、罰則の適用等に係

る必要な経過措置を設ける。 

議案第 ２号 ○ 淡路市乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準に関する条例

制定の件 
 

 「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律」（令和６年法律

第４７号）が令和６年６月１２日に公布、一部の規定は、令和７年

４月１日から施行する。 

 この法律によって、「児童福祉法」（昭和２２年法律第１６４号）

が改正され、「こども誰でも通園制度」（同法において「乳児等通園

支援事業」として規定されたもの）が創設され、令和７年４月１日

から制度化、令和８年４月１日から給付化される。 

 この乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準は、条例で

定める必要がある。これに伴い、令和７年１月１４日に公布された

「乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準」（令和７年内閣

府令第１号）に従い、又はそれを参酌して、新たに本件条例を制定

する。 

 乳児等通園支援事業の設備等の基準として、次の事項を定める。 

１ 乳児等通園支援事業者に関する事項、安全計画の策定等、自動

車を運行する場合の所在の確認、平等原則、虐待等の防止、衛生

管理等、食事、内部規程の制定、帳簿の備え、秘密保持等及び苦

情対応に関する事項 

２ 乳児等通園支援事業の区分（一般型と余裕活用型）、設備の基準、

職員、乳児等通園支援の内容及び保護者との連絡に関する事項 
 

 ※ 施行期日 令和７年４月１日 

子育て応援課 

 

（２） 改正条例   １４件 

議案等番号 件           名 所管課 

議案第 ３号 ○ 淡路市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１７年淡路市

条例第３５号）の一部を改正する条例制定の件 
 

 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律」（令

和６年法律第４２号）が令和６年５月３１日に公布、令和７年４月１

日から施行する。 

 国家公務員については、令和６年人事院勧告のうち「公務員人事管

理に関する報告」において、「仕事と生活の両立支援の拡充」に係る

超過勤務の免除の対象となる子の範囲の拡大、子の看護休暇等の見直

し及び仕事と介護の両立支援制度を利用しやすい勤務環境の整備を、

この法律の施行に遅れることなく実施することとされている。 

 本市の職員についても、国家公務員との権衡を失しないよう、時間

外勤務の免除となる子の範囲の拡大及び介護と仕事の両立支援の強化

について、所要の措置を講じる。 
 

 ※ 施行期日等 令和７年４月１日からとし、時間外勤務免除の請

求に係る必要な経過措置を設ける。 

総 務 課 
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議案第 ４号 ○ 淡路市職員の給与に関する条例（平成１７年淡路市条例第４９号）

等の一部を改正する条例制定の件 
 
  令和６年人事院勧告に伴い、国家公務員の給与法の改正に準拠し

て、給料体系、地域手当、通勤手当及び扶養手当の見直し等につい

て、所要の措置を講じる。 

  また、職員の宿日直手当について、近年の最低賃金上昇に伴い、

その手当の上限額を引き上げる。 
 

１ 第１条による改正（職員の給与に関する条例の一部改正） 

 (１) 扶養手当のうち、配偶者に係る手当の廃止、子に係る手当額

の引上げ（１０千円→１３千円）等 

 (２) 地域手当（市内に勤務する職員は４％、それ以外の職員はそ

の勤務地の市町村が定める割合）の新設及び関係する手当の見直

し 

 (３) 通勤手当の支給限度額の引上げ（５５千円→１５０千円）等 

 (４) 宿日直手当の支給額限度額の引上げ（８千円→１２千円） 

 (５) 管理職員特別勤務手当の支給対象時間の拡大（平日深夜） 

 (６) 定年前再任用短時間勤務職員等の支給手当の見直し（住居手

当の支給） 

 (７) 給料表の改定（３級以上の各級の初号額の引上げ） 

２ 第２条による改正（会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関す

る条例の一部改正） 

  地域手当（フルタイム会計年度任用職員は４％、パートタイム会

計年度任用職員は地域手当に相当する割合を報酬に加算）の新設及

び関係する手当の見直し 

３ 第３条による改正（職員の給与に関する条例の一部を改正する条

例の一部改正）及び第４条による改正（地方公務員法の一部を改正

する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の一部改正） 

  給与法等の改正に伴い、引用する条項等の整備 
 
 ※ 施行期日等 令和７年４月１日からとし、第１条の改正条例に

ついては、号級の切替え、手当等に係る必要な経過措置を設ける。 

総 務 課 

議案第 ５号 ○ 淡路市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１７年淡路市条例

第５０号）の一部を改正する条例制定の件 
 
 近年、地震、台風、局所的豪雨などの災害が頻発化・激甚化し、多

くの地域で被害が発生している。本市だけでなく、他の市町村におい

ても異常な自然現象により重大な災害が発生し、又はそのおそれがあ

る場合に、迅速に災害発生現場（派遣による現地）において巡回監視、

応急作業又は災害状況等の調査業務に従事した職員に対し、新たに特

殊勤務手当として、災害応急作業等手当を支給できるよう、所要の措

置を講じる。 
 １日につき１,０８０円を支給し、災害の要件に応じその要件に応
じた割合を加算する。 
 

 ※ 施行期日 令和７年４月１日 

総 務 課 

議案第 ６号 ○ 淡路市職員等の旅費に関する条例（平成１７年淡路市条例第５２

号）の一部を改正する条例制定の件 

総 務 課 
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 国家公務員等の旅費制度について、国内外の経済社会情勢の変化に

対応するとともに、事務の負担軽減・業務の効率化を図り、旅費制度

を抜本的に見直すため、「国家公務員等の旅費に関する法律の一部を

改正する法律」（令和６年法律第２２号）、「国家公務員等の旅費に関

する法律施行令」（令和６年政令第３０６号）及び「国家公務員等の

旅費支給規程の一部を改正する省令」（令和６年財務省令第７０号）

が、それぞれ公布、令和７年４月１日から施行する。 

 本市の旅費制度は、国家公務員等の旅費制度に準じた制度となって

いることに伴い、これらの法令改正に倣って、旅費の支給、種類、額

等の必要な事項について、所要の措置を講じる。 
 

１ 旅費の種類のうち、「車賃」を「その他の交通費」に、「宿泊料」

を「宿泊費」に、「移転料」を「転居費」に、「着後手当」を「着後

滞在費」に、「扶養親族移転料」を「家族移転費」に改め、新たに

「包括宿泊費」及び「宿泊手当」を創設する。 

２ 旅費は、その種類ごとに、実費又は定額として支給する。 
 

 ※ 施行期日等 令和７年４月１日からとし、旅費の支給等の適用

に係る必要な経過措置を設ける。 

議案第 ７号 ○ 淡路市特別会計設置条例（平成１７年淡路市条例第５４号）の一

部を改正する条例制定の件 
 

 津名港ターミナル事業については、今後、交通拠点施設として管理

していくことから、住宅用地造成事業等については宅地造成の完売に

より所期の目的が達成されたことから、「地方自治法」（昭和２２法律

第６７号）第２０９条第２項に規定する特別会計を廃止することに伴

い、所要の措置を講じる。 
 

 ※ 施行期日等 令和７年４月１日からとし、令和６年度の収入及

び支出並びに決算に係る必要な経過措置を設ける。 

財 政 課 

議案第 ８号 ○ 淡路市地域経済牽引
け ん い ん

事業の促進による地域の成長発展の基盤強化

のための固定資産税の課税免除に関する条例（平成２５年淡路市条

例第２８号）の一部を改正する条例制定の件 
 

 「地域経済牽引
け ん い ん

事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関す

る法律」（平成１９年法律第４０号）に基づく課税免除に伴う減収補

填制度の適用期限が令和１０年３月３１日まで延長されることに伴い、

「地方税法」（昭和２５年法律第２２６号）第６条第１項の規定に基

づき、固定資産税の課税免除についても同様に延長するため、所要の

措置を講じる。 
 

 ※ 施行期日 公布の日 

税 務 課 

議案第 ９号 ○ 淡路市税条例（平成１７年淡路市条例第９１号）等の一部を改正

する条例制定の件 
 

 「情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向

上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るためのデジタル社会形成

税 務 課 

情 報 課 

市民人権課 
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基本法等の一部を改正する法律」（令和６年法律第４６号）及び「情

報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並び

に行政運営の簡素化及び効率化を図るためのデジタル社会形成基本法

等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」（令和６年政令第

３６２号）が公布、一部の規定を除いて、令和７年４月１日から施行

する。 

 これらの法令によって、引用する条項が繰り下がることに伴い、関

係する条例に所要の措置を講じる。 
 

１ 第１条による改正（税条例の一部改正）、第３条による改正（地

域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化のための固

定資産税の課税免除に関する条例の一部改正）及び第５条による改

正（過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部改

正） 

  法人番号の定義に関する事項について、引用条項の整理 

２ 第２条による改正（情報通信技術を活用した行政の推進等に関す

る条例の一部改正） 

  情報通信技術の利用に関する事項について、引用条項の整理 

３ 第４条による改正（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人

情報の提供に関する条例の一部改正） 

  特定個人情報、個人番号利用事務実施者等の定義に関する事項に

ついて、引用条項の整理 
 

 ※ 施行期日 令和７年４月１日 

議案第１０号 ○ 淡路市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（平

成１７年淡路市条例第２２１号）の一部を改正する条例制定の件 
 

 「消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部

を改正する政令」（令和６年政令第３９４号）が令和６年１２月２７

日に公布、令和７年４月１日から施行する。 

 この政令によって、非常勤消防団員の処遇改善を図るため、退職報

償金の支給額表の勤務年数区分に「３５年以上」が新設されることに

伴い、同表の勤務年数区分及び支給額について、所要の措置を講じる。 
 

 ※ 施行期日等 令和７年４月１日からとし、退職報償金支給額の

適用に係る必要な経過措置を設ける。 

消防防災課 

議案第１１号 ○淡路市福祉医療費の助成に関する条例（平成１７年淡路市条例第１

０６号）の一部を改正する条例制定の件 
 

 物価高騰の影響を大きく受けている子育て世帯の状況を鑑み、安心

して「こども」を生み育てることができる取組の一環として、医療費

助成について、現在1歳から高校生世代までに設けている所得要件を

廃止し、０歳から高校生世代までに係る医療費を無償とすることに伴

い、所要の措置を講じる。 
 

 ※ 施行期日等 令和７年７月１日からとし、医療費の助成の適用

等に係る必要な経過措置を設ける。 

福祉総務課 
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議案第１２号 ○淡路市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成

２６年淡路市条例第１７号）の一部を改正する条例制定の件 
 

 「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための

関係法律の整備に関する法律」（令和６年法律第５３号）により、「栄

養士法」（昭和２２年法律第２４５号）が改正され、令和７年４月１

日から栄養士免許を取得せずとも、管理栄養士になることが可能とな

る。 

 この法律によって、「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基

準」（平成２６年厚生労働省令第６１号）が改正され、栄養士だけで

なく、栄養士免許を有さない管理栄養士を配置した場合にも同要件を

満たすことができることに伴い、所要の措置を講じる。 
 

 ※ 施行期日 令和７年４月１日 

子育て応援課 

議案第１３号 ○淡路市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に

関する条例（平成２６年淡路市条例第１５号）及び淡路市家庭的保

育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年淡路市条

例第１７号）の一部を改正する条例制定の件 
 

 「子ども・子育て支援法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（令

和７年内閣府令第７号）が令和７年１月３１日に公布、同年４月１日

から施行する。 

 この内閣府令によって、「家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る基準」（平成２６年厚生労働省令第６１号）及び「特定教育・保育

施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の

運営に関する基準」（平成２６年内閣府令第３９号）が改正され、家

庭的保育事業者等は、保育内容支援、代替保育及び卒園後の受け皿設

定に係る連携協力を行う保育所、認定こども園等の連携施設の経過措

置の延長（１０年から１５年に延長）、保育内容支援に係る連携施設

の見直し、代替保育に係る連携施設の見直し等が行われたことに伴い、

これらの基準の規定に従って定めている条例に、所要の措置を講じる。 
 

 第１条による改正（特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の運営の基準に関する条例の一部改正）及び第２条による改正（家

庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

 (１) 保育内容支援に係る連携施設及び代替保育に係る連携施設に

ついて、市長が連携施設の確保が著しく困難と認める場合であっ

て、必要な要件を満たす場合に限り、その確保をしないことがで

きること。 

 (２) 連携施設の経過措置を５年間延長すること。 
 

 ※ 施行期日 令和７年４月１日 

子育て応援課 

議案第１４号 ○ 淡路市地域包括支援センターの職員等の基準に関する条例（平成

２７年淡路市条例第５号）の一部を改正する条例制定の件 
 

 「介護保険法施行規則及び指定介護予防支援等の事業の人員及び運

営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準の一部を改正する省令」（令和６年厚生労働省令第

地域福祉課 
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６１号）が令和６年３月２９日に公布、同年４月１日から施行してい

る。 

 この省令によって、「介護保険法施行規則」（平成１１年厚生省令第

３６号）が改正され、人材確保が困難となっている現状を踏まえ、地

域包括支援センターの職員配置が柔軟化されたことに伴い、この省令

に定める基準に従って定めている事項に、所要の措置を講じる。 
 

 ※ 施行期日 公布の日 

議案第１５号 ○ 淡路市下水道事業の設置等に関する条例（平成３０年淡路市条例

第３９号）の一部を改正する条例制定の件 
 
 「地方公営企業法施行令の一部を改正する政令」（令和６年政令第

３５８号）が、令和６年１２月６日に公布、令和７年４月１日から施

行する。 

 この政令によって、金融機関に課されている担保提供義務に関する

事項が廃止され、引用する条項が繰り上がることに伴い、所要の措置

を講じる。 
 
 ※ 施行期日 令和７年４月１日 

下 水 道 課 

議案第３０号 ○ 淡路市消防団員等公務災害補償条例（平成１７年淡路市条例第２

２０号）の一部を改正する条例制定の件 
 
 「非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部を改

正する政令」（令和７年政令第  号）が令和７年２月２１日に公布、

同年４月１日から施行する。 

 この政令によって、非常勤消防団員等に対する損害補償に係る補償

基礎額等が改定されることに伴い、所要の措置を講じる。 

１ 非常勤消防団員等に対する損害補償に係る補償基礎額の見直し 

２ 扶養に係る補償基礎額の加算額の見直し 
 
 ※ 施行期日等 令和７年４月１日からとし、損害補償等の適用に

係る必要な経過措置を設ける。 

消防防災課 

 

２ 事件決議    １件 

議案等番号 件           名 所管課 

議案第１６号 ○ 公有財産の損壊事案に係る和解の件（江井海水浴場駐車場器物損

壊事案） 
 
 江井海水浴場駐車場器物損壊事案について、民法（明治２９年法律

第８９号）第６９５条の規定に基づき双方で和解することにつき、「地

方自治法」（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規

定により、議会の議決を求める。 

商工観光課 

 

３ 予  算    １３件 

 (１) 補正予算   ６件 

議案等番号 件           名 所管課 

議案第１７号 ○ 令和６年度淡路市一般会計補正予算（第７号） 

 

 補正額       １８億  １６０万円余 

財 政 課 
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 補正後の予算額  ４０４億２，４２０万円余 

 繰越明許費補正        追加３６件 

 地方債補正           変更４件 

議案第１８号 ○ 令和６年度淡路市国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 

 

（事業勘定） 

 補正額           ６９０万円余 

 補正後の予算額  ５８億６，３６０万円余 

 

（直営診療施設勘定） 

 補正額           １００万円 

 補正後の予算額   １億３，６３０万円余 

福祉総務課 

議案第１９号 ○ 令和６年度淡路市介護保険特別会計補正予算（第４号） 

 

（保険事業勘定） 

 補正額         ８，０００万円余 

 補正後の予算額  ５４億６，９９０万円余 

長寿介護課 

議案第２０号 ○ 令和６年度淡路市温泉事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 補正額              ２千円 

 補正後の予算額     ７，２８０万円余 

商工観光課 

議案第２１号 ○ 令和６年度淡路市津名港ターミナル事業特別会計補正予算（第

１号） 

 

 補正額              ０円 

 ※ 津名港ターミナル使用料収入の減額による歳入補正 

商工観光課 

議案第２２号 ○ 令和６年度淡路市住宅用地造成事業等特別会計補正予算（第２

号） 

 

 補正額           ２００万円余 

 補正後の予算額       ７２０万円余 

企業誘致推

進 課 

 

 (２) 当初予算   ７件 

議案等番号 件           名 所管課 

議案第２３号 ○ 令和７年度淡路市一般会計予算 財 政 課 

議案第２４号 ○ 令和７年度淡路市国民健康保険特別会計予算 福祉総務課 

議案第２５号 ○ 令和７年度淡路市後期高齢者医療特別会計予算 福祉総務課 

議案第２６号 ○ 令和７年度淡路市介護保険特別会計予算 長寿介護課 

議案第２７号 ○ 令和７年度淡路市産地直売所事業特別会計予算 商工観光課 

議案第２８号 ○ 令和７年度淡路市温泉事業特別会計予算 商工観光課 

議案第２９号 ○ 令和７年度淡路市下水道事業会計予算 下 水 道 課 

 

４ 諮  問    １件 

議案等番号 件           名 所管課 

諮問第 １号 ○ 人権擁護委員候補者の推薦に関する件 
 

市民人権課 
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 河野さかゑ委員の任期満了（令和４年１０月１日から令和７年９

月３０日まで）による後任委員候補者の推薦 

 ※ 後任委員の任期は、令和７年１０月１日から令和１０年９月

３０日までの３年間  
 

５ 報  告    ２件 

議案等番号 件           名 所管課 

報告第 １号 ○ 専決処分した事件の報告について（自動車損傷事故） 建 設 課 

報告第 ２号 ○ 専決処分した事件の報告について（自動車損傷事故） 都市総務課 

 


